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要旨：本研究では脆性部材の破壊が骨組全体の耐震性能に及ぼす影響について解析的に検討した。RC 造骨組

のポストピーク挙動を追従可能な解析モデルをファイバーモデルとサブ要素の組み合わせによって構築し，

脆性柱の位置，本数および破壊モードをパラメータとした 1 層骨組試験体のプッシュオーバー解析を実施し

た。その結果，せん断柱に生じる変動軸力やせん断柱が破壊した後の軸力の再分配，せん断柱と曲げ柱の強

度寄与率，せん断柱の耐力低下域におけるエネルギー吸収能力が骨組の耐震性能に影響を及ぼすことを確認

した。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート（以下，RC）造骨組の損傷評価を行

う場合，局所損傷と全体損傷の関係を適切に評価する

必要がある。既往の損傷評価手法 1)において，例えば

Park ら 2)は，部材の履歴エネルギー吸収量に基づいて部

材損傷を重み付けし，加重平均する方法を提案してい

る。この場合，損傷程度が著しい部材ほど層の損傷に

対して強い影響を及ぼすことになる。一方，Bracci ら 3)

は，鉛直部材の負担軸力に基づいて部材損傷を重み付

けしている。この手法では，層崩壊に直結する柱の軸

力支持能力の喪失を意識しており，より多く軸力を負

担する柱の損傷が層の損傷に強く反映される。 

 このような「局所」と「全体」の関係は，損傷評価だ

けでなく，耐震性能評価においても重要である。耐震

診断基準 4)においては，例えば第 2 次診断では，鉛直部

材を靭性指標（F 値）に応じて 3 種類に分類し，それぞ

れ強度指標（C 値）と F 値との積である E 値を求め，そ

れらの二乗和平方根を求める方法（靭性型）や，F 値に

応じて強度寄与係数を考慮して E 値を求める方法（強度

型）が示されている。しかし，現行の耐震診断手法では，

前提として脆性部材は破壊と同時に完全に耐力を失う

という過度に安全側の仮定を採用しており，近年では

耐震診断法の高度化に向けた取り組み 5),6)がある。 

 このような背景の下，本研究では，RC 造骨組におけ

る局所損傷と全体損傷の関係性を明らかにすることを

目的とする。これは，RC 造建物の耐震性能を高精度に

予測するための取り組みの 1 つであり，構造設計段階に

おける耐震性能の予測に貢献する。なお，既存建物の耐

震性能評価においては，材料劣化や施工状態等を反映さ

せることも重要であり，今後の課題として低減係数を介

して耐震性能に反映する手法の検討が別途必要である。 

 本報では，RC 造骨組のポストピーク挙動を追従可能

な解析モデルを構築し，脆性柱の位置，本数および破壊

モードをパラメータとした 1 層骨組試験体のプッシュオ

ーバー解析を通じて，脆性部材の破壊が骨組全体の挙動

に及ぼす影響について検討する。 

 

2. 解析モデルの概要 

2.1 解析モデルの特徴 

 本研究の解析モデルはファイバーモデルをベースと

しており，さらに Filippou らの研究 7)を参考にして，せ

ん断サブ要素および接合部サブ要素を組み込むことに

より柱の非弾性変形挙動のモデル化を行う。なお，解

析には，数値解析コード OpenSees8)を用いる。 

 図－1 に解析モデルの概念図を示す。また，以下に，

本解析モデルの特徴を示す。 

・曲げモーメントならびに軸力に対する部材の挙動は，

ファイバーモデルにおいて，コンクリートと鉄筋の

応力度(σ)－ひずみ度(ε)関係によって表現する。 

・曲げ耐力に及ぼす変動軸力の影響を自動的に考慮す

ることができる。 

 

 

 

 

 

 

図－1 解析モデルの概念図 

*1 日本大学 理工学部建築学科助教 (正会員) 

*2 鹿島建設(株) 

*3 構造ソフト(株) 

*4 日本大学 理工学部建築学科教授 (正会員) 
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・せん断破壊する柱のせん断挙動は，せん断サブ要素

（せん断バネ）によって表現する。 

・せん断サブ要素を設置する際には，部材の破壊モー

ド（曲げ破壊，せん断破壊，曲げ降伏後のせん断破

壊）を予め判定する必要がある。 

・主筋の抜け出しに伴う部材の回転挙動は，接合部サ

ブ要素（回転バネ）によって表現する。 

2.2 せん断サブ要素のモデル化 

(1) 柱の破壊モードの推定 

 日本建築学会大会学術講演梗概集ならびに日本コン

クリート工学会年次論文集より RC 造柱の実験データベ

ースを作成し，破壊モードの判定法を検討する。表－1

に実験データベースの概要を示す。データベースの破

壊モードは，論文の記載内容に従っている。図－2 に試

験体の破壊モード別にせん断余裕度を整理する。なお，

せん断余裕度は，曲げ終局強度 Qy に対するせん断終局

強度Qsuの比として定義し，Qsuは荒川min式により求め

た。これより，本研究では以下を目安にして破壊モード

を判定する。 

Qsu/Qy ≦ 0.8 せん断破壊（S 柱） 

0.8 ＜Qsu/Qy ＜1.1 曲げ降伏後のせん断破壊（FS 柱） 

1.1 ≦Qsu/Qy 曲げ破壊（F 柱） 

 (2) せん断サブ要素に付与する特性 

 せん断サブ要素の特性は，最大耐力以降の軟化挙動も

含めて，せん断力(Q)－せん断変形(δS)関係をトリリニア

型にモデル化して付与する（図－3）。 

① Q－δS関係の単調包絡線の算出 

 修正圧縮場理論 10)に基づいて，鉄筋とコンクリートの

材料特性，鉄筋比および作用軸力等からせん断応力度(τ)

－せん断ひずみ(γ)関係を求める。なお，ここでは非線形

断面解析プログラム Membrane-200011)を用いている。得

られた τ－γ 関係にせん断サブ要素がせん断挙動を表現

する区間長さを乗じて，Q－δS 関係の単調包絡線を算出

する。区間長さは，破壊モードが S の場合，柱高さに等

しい。一方，FS の場合はヒンジ領域長さとなり，ここで

は柱せい D と等しい範囲を設定する。 

 ② せん断ひび割れ点の算出 

 以下のせん断ひび割れ強度算出式 12)を利用してせん

断ひび割れ点を決定し，せん断ひび割れが発生するまで

せん断サブ要素には剛な状態を設定する。ここでは，梁

のせん断ひび割れ強度算出式を柱に準用している。 
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ここで，kc：断面寸法による補正係数，σB：コンクリー

トの圧縮強度(kgf/cm2)，M/Qd：せん断スパン比（M/Qd≧3

の場合は M/Qd＝3）である。 

③ せん断破壊点の算出 

 破壊モードが FS の場合は，せん断限界状態曲線 13)を

適用し，せん断破壊点を決定する。せん断限界状態曲線

は，せん断力と水平変位の関係において，柱の応答値と

の交点によりせん断破壊点を与える。せん断限界状態曲

線は 次式により定義される。 
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ここで，Δs：せん断破壊が生じる時の水平変形(mm)，L：

柱の長さ(mm)，ρ’’：帯筋比，v：せん断応力度(N/mm2)，

f ’c：コンクリート強度(N/mm2)，P：軸力(N)，Ag：断面

積(mm2)である。なお，Δs は全体変形を表しており，こ

れを直接せん断サブ要素の Q－δS関係に適用することは

できない。そこで，図－4 に示す既往の柱実験において

整理した柱の変形成分（曲げ：δflex，せん断：δshear，回転：

δslip）の計測記録 14)を参考にして，せん断破壊発生時（δH 

 

表－1 RC 造柱の実験データベースの概要 

 合計 S 柱 FS 柱 F 柱

試験体数 84 54 17 16 
軸力比 0～0.66 
せん断スパン比 0.75～3 
コンクリート強度 11.4～36 (N/mm2) 
引張鉄筋比 0.23～1.98 (%) 
主筋降伏強度 295～423 (N/mm2) 
帯筋比 0.07～1.07 (%) 
帯筋降伏強度 315～490 (N/mm2) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 せん断余裕度と RC 造柱の破壊モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 せん断サブ要素の特性の求め方 

せん断限界状態曲線
（FSの場合）

せん断変形δs (mm)

せ
ん

断
力

Q
(k

N
) ③せん断破壊点

①Q－δs関係の
単調包絡線

②せん断ひび割れ点

軸
力

N
(k

N
)

水平変形δH (mm)

軸限界状態曲線

④軸破壊点

軸破壊点の
水平変形

↓
せん断変形成分

を算出

0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0

S柱 F柱FS柱

せ
ん
断
余

裕
度

Q
SU

/Q
y

Qsu/Qy = 1.1

文献中に示された破壊モード

-338-



＝10mm 前後）の全体変形に対するせん断変形成分の割

合を 25%と設定し，Δs をせん断変形成分に変換した。 

 一方，破壊モードが S の場合は，全体変形が 1/250 に

達した段階でせん断破壊すると設定し，せん断破壊点を

求める。FS の場合と同様，図－4 を参考にしてせん断破

壊発生時（δH＝3mm 前後）の全体変形に対するせん断変

形成分の割合を 40%と設定し，Q－δS関係に適用した。 

④ 軸破壊点の算出 

 せん断破壊点到達後の軟化挙動を表現するために，Q

－δS 関係の終点を設定する。ここでは，柱の軸破壊点を

軸限界状態曲線から求め，軸破壊した段階で Q＝0 とな

るような終点を仮定する。 

 軸破壊点は，軸限界状態曲線 13)を適用して決定する。

せん断限界状態曲線は，軸力と水平変形の関係において，

柱の応答値との交点により軸破壊点を与える。軸限界状

態曲線は 次式により定義される。 
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ここで，Δa：軸破壊が生じる時の水平変形(mm)，L：柱

の長さ(mm)，θ：臨界ひび割れ角度（65°に仮定），s：帯

筋間隔(mm)，Ast：帯筋断面積(mm2)，fyt：帯筋降伏強度

(N/mm2)，dc：1 組の帯筋の中心間距離(mm)である。また，

せん断破壊点を求めた場合と同様に，全体変形に対する

せん断変形成分の割合を用いて，Δaをせん断変形成分に

変換した。なお，軸限界状態曲線は 12 体の柱試験体の

データのみに基づいている。柱は共通して普通コンクリ

ートで造られ，シアスパン比は 4 程度である。その他諸

条件は文献に譲るが，これら試験体と大きく異なる柱に

対して軸限界状態曲線を適用することは適切でない。 

 

2.3 接合部サブ要素のモデル化 

 接合部サブ要素の特性は，Fillipou7)によって定式化さ

れた降伏前剛性 Kjoint に基づいてモーメント(M)－回転角

(θ)関係をバイリニア型にモデル化して付与する。モデル

化の手順は以下の通りである（図－5(a)）。 

① 曲げひび割れモーメント Mcr の算出 

 次式 12)を利用して，曲げひび割れモーメントを算出す

し，曲げひび割れ発生まで接合部サブ要素は剛とする。 

   Btc σσ 56.0=    (4) 

ここで，cσt：コンクリートの曲げ引張強度(N/mm2)，σB：

コンクリート強度(N/mm2)である。 

② 降伏モーメント Myの算出 

 主筋の降伏挙動は，ファイバーモデルでモデル化した

鉄筋によって表現されるため，接合部サブ要素では主筋

降伏前の挙動を取り扱う。主筋の降伏モーメント Myは，

RC 規準 12)に示されている次式により算出する。 

( ){ } 2
001 15.0 bDqgM By σηη −+=  (5) 

ここで，g1＝jt /D，q＝ptσy /σB，η0＝N /(bDσB)，My：降伏

モーメント(Nmm)，σB：コンクリート強度(N/mm2)，b：

柱幅(mm)，D：柱せい(mm)，jt：引張圧縮鉄筋重心間距

離(mm)，pt：引張鉄筋比，σy：主筋降伏強度(N/mm2)。 

③ 降伏前剛性の算出 

 降伏前剛性Kjointは，次式により定義される（図－5(b)）。 

   
h
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y
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θ
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ここで，θy：主筋降伏時に主筋の抜け出しにより生じた

回転角(rad)，sy：主筋降伏時の主筋の抜け出し量(mm)，h：

主筋間距離(mm)である。Myはすでに算出されており，θy

は sy から求められるため，次式 7)により sy を算出した。 
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ここで，Fy：主筋降伏時に主筋に作用する引張力(N)，fy：

主筋降伏強度(N/mm2)，Es：主筋のヤング係数(N/mm2)，

μ：定着領域の平均付着応力度(N/mm2)，db：主筋径(mm)

である。なお，μは CEB モデル 15)から次式により算出す

る。式中の 1/2 は，図－5(b)において仮定した付着応力

度の三角形分布と対応させるためのものである。 

   25.2 Bσμ =    (8) 

ここで，σB：コンクリート強度(N/mm2)である。 

 

 

 

 

 

 

 
FS07：FS 柱（2007 年実施），S07：S 柱（2007 年実施）， 
FS08：FS 柱（2008 年実施）。FS07，FS08 は同一設計。 

図－4 柱の破壊モードと変形成分の割合
14) 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 接合部サブ要素の特性の求め方 
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3. RC 造１層骨組における脆性柱の破壊と骨組の挙動 

3.1 解析モデルの構築 

(1) 解析対象実験の概要 

 本研究では，Elwood ら 13)によって行われた 1 層骨組

試験体の振動台実験を対象として解析モデルを構築す

る。試験体の概要を図－6 に示す。中央柱は FS 柱，外柱

はF柱となるように設計されている。表－2に各柱のQsu，

Qyの計算値を示す。表－3 にコンクリートと鉄筋の材料

特性を示す。梁部分には約 23(t)の質量が付加されている。

振動台には 1985 年 Chile 地震で記録された地震動を縮尺

した地震波（最大加速度 647.2gal）が入力された。 

(2) 解析モデルの概要 

 図－7 に骨組解析モデルを示す。中央柱にはせん断サ

ブ要素と接合部サブ要素を設置し，外柱には接合部サブ

要素のみ設置した。梁は剛梁としてモデル化し，端部に

は接合部サブ要素を設けた。また，基礎は剛体とした。

中央柱の断面は 9×9 のファイバーに分割し，外柱は円形

断面を図示したように分割した。 

図－8にコンクリートならびに鉄筋のσ－ε関係を示す。

コンクリートと鉄筋には，OpenSees に組み込まれている

Concrete01 および Steel02 を適用した。コンクリートに関

しては，コアコンクリートに対して Mander16)の拘束効果

を適用した。また，鉄筋に関しては，降伏後の二次勾配

を初期剛性の 1/1000 とした。 

(3) 解析モデルの検証 

 解析モデルの妥当性を確認するために，3 本柱骨組の

各柱の頭部に自重を負荷させた後，動的載荷実験で計測

された水平変位を中央柱頭部に作用させて解析を行っ

た。図－9 に解析結果を示す。骨組全体の層せん断力－

層間変形角関係および中央柱のせん断力－変形角関係

を見ると，解析結果は実験結果と良好な対応を示してお

り，最大耐力，耐力低下開始点ならびに履歴ループ形状

が概ね一致している。これより，解析モデルは妥当性が

確認できる。ただし，骨組全体の結果において負側の耐

力低下を過小評価している点や，中央柱の結果において

負側のせん断破壊点から正側へ移るループの傾向に相

違点が見られる等の改善点も確認できる。 

3.2 プッシュオーバー解析に基づく検討 

 図－6 に示した骨組をベースにして，脆性柱の位置，

本数ならびに破壊モード（S，FS）を変化させた骨組の

プッシュオーバー解析を行う。なお，脆性柱の位置およ

び本数の組み合わせは図－10 に示す 8 ケースとした。こ

れらの解析結果に基づいて，脆性柱のポストピーク挙動

が骨組の全体挙動に与える影響について検討する。 

 (1) 脆性柱のせん断破壊点の変化 

 図－11 に FS_Case2 と FS_Case3 における骨組と FS 柱

の Q－δH関係を示す。両者の違いは FS 柱の位置のみで 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 試験体概要 

表－2 各柱の破壊モード判定 

 Qsu (kN) Qy (kN) Qsu/Qy 判定 
中央柱 79.0 70.1 1.08 FS 
外柱 112.5 50.1 2.24 F 

 

表－3 コンクリートおよび鉄筋の材料特性 

(N/mm2) σB Es σy Ews σwy

中央柱 
24.3 

199534 479 204016 689 
外柱 199603 424 201603 547 

σB：コンクリート強度，Es：主筋ヤング係数，σy：主筋降伏強度，

Ews：帯筋ヤング係数，σwy：帯筋降伏強度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 骨組解析モデル 

 
 
 
 
 
 
 
 

図－8 コンクリートおよび鉄筋の σ－ε関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 解析結果 
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あるが，圧縮側に脆性柱が位置する FS_Case3 の方が早

く耐力低下が始まった。同様の傾向は，S_Case2 と

S_Case3 の比較においては確認されなかった。したがっ

て，骨組に生じる変動軸力が FS 柱の曲げ・回転変形性

能に影響を及ぼしたと考えられる。 

(2) 脆性部材と骨組の耐力低下 

 図－12 に FS_Case1 における骨組の Q－δH関係ならび

に各柱の負担軸力の推移を示す。FS_Case1 においては，

脆性柱がせん断破壊点に達すると同時に骨組の耐力低

下が開始している。その後，周辺の曲げ柱の負担せん断

力が増大しており，最終的に脆性柱の水平耐力(79kN)が

消失した段階において，骨組の耐力低下量は脆性柱の水

平耐力の 6 割程度にとどまった。これは，FS 柱である中

央柱がせん断破壊し始めると同時に中央柱の負担軸力

が外柱に再分配されたことに起因しており，このような

挙動は既往の研究 17)においても確認されている。 

 図－13にS_Case1における骨組と各柱のQ－δH関係お

および耐震診断基準の仮定に基づく骨組のQ－δH関係を

示す。S 柱の場合，δH =2.1mm でせん断破壊が生じるた

め，F 柱の水平耐力が発揮される前に耐力低下が始まる。

このような強度寄与率の違いにより，骨組の Q－δH関係

においては，脆性柱がせん断破壊した後，F 柱の水平耐

力が発揮されるにつれて耐力が上昇する傾向を示した。

耐震診断基準では，脆性部材は破壊と同時に完全に耐力

を失うという安全側の仮定に基づいて骨組の性能を評

価する。そのため，このような耐力上昇傾向を考慮して

おらず，最大耐力を約 25kN 過小評価した。 

(3) 骨組の残余耐震性能 

 高橋らの研究 18)を参考にして，解析結果に基づいて被

災度区分判定基準 19)における耐震性能残存率 R を求め，

脆性柱のポストピーク挙動の考慮の有無がRに及ぼす影

響について確認する。R は次式により求める。 

   ( ) ∑
∑

∑ ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=×==

i

r

S

SD

E
E

I
IR

max
βη  (10) 

ここで，IS：被災前の耐震性能指標，DIS：被災後の耐震

性能指標，η：耐震性能低減係数，β：寄与度，Er：残存 

エネルギー吸収能力，Emaxi：各部材のエネルギー吸収能

力である。Erおよび Emaxi の算出にあたっては，曲げ柱の 

終局をコアコンクリート圧壊時点とした。この時の変形

角は 1/10 程度である。また，脆性柱の終局は①せん断破

壊点および②水平耐力消失時点の 2 通りを設定し，前者

により得られる R を R 診断，後者を R 解析とする。なお，

層間変形角 1/200（使用限界），1/100（修復限界）および

1/50（安全限界）の時点において R を評価する。 

 図－14 に各種限界状態における R 診断/R 解析値として，

Case1,4,6,7 の結果を抜粋して示す。Case1 の場合，R 診断 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 脆性柱の位置および本数の設定 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 Q－δH関係（FS_Case2，3） 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 Q－δH関係と負担軸力の推移（FS_Case1） 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 Q－δH関係（S_Case1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 各種限界状態における R 診断／R 解析 

/R 解析はいずれも 1.0 に近い値を示した。Case2,3 におい

ても同様の傾向が確認された。これより，脆性柱が 1 本

の場合，骨組全体に及ぼす影響は他の 2 本の F 柱に比べ

て小さいと考えられる。Case4,6 の場合，層間変形角の増
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大に伴い R 診断と R 解析に差が生じた。その傾向は FS シリ

ーズの場合 R 診断＜R 解析，S シリーズの場合 R 診断＞R 解析

となった。FS シリーズの場合，FS 柱は F 柱の 5 割程度

のエネルギー吸収能力を保有しており，その内 6 割超が

耐力低下領域に発揮される。耐震診断基準の仮定ではこ

の FS 柱のエネルギー吸収能力を無視することになるた

め，安全限界時に R 診断の方が R 解析を 2 割程度下回る結

果となった。また，Case4 と Case6 で傾向が異なるよう

に，脆性柱の位置の影響も現れる。一方，S シリーズの

場合，早期に S 柱がせん断破壊して水平耐力を消失し，

各種限界状態に達する段階では Er がほぼ 0 に等しい。し

たがって，設定した各種限界状態において R を算定する

際には，曲げ柱の Er の影響が強く表れる。そのため，Σ

Emaxi が少なく仮定される R 診断の方が R 解析を上回ること

になり，安全限界時には 2 割程度上回る結果となった。

脆性柱のみで骨組を構成する Case7 の場合，せん断柱の

エネルギー吸収能力が R の値を左右するため，必然的に

R 診断と R 解析の差は大きくなる。S シリーズでは，1/200

以前にせん断破壊が生じるため，R 診断=0 となる。 

 

4. まとめ 

(1) FS 柱を含む骨組では，外柱に生じる変動軸力や脆性

部材が破壊した後の軸力の再分配によって，骨組の

耐力低下開始点や耐力低下量が変化する。 

(2) せん断柱を含む骨組では，せん断柱と曲げ柱の強度

寄与率が大きく異なる。そのため，耐震診断の仮定

に基づいて骨組の性能を評価すると，骨組の耐力を

過小評価する場合がある。 

(3) せん断柱と曲げ柱が混在する骨組の残余耐震性能を

部材のエネルギー吸収能力に基づいて評価する場合，

脆性柱のエネルギー吸収能力を無視すると安全限界

時に 2 割程度過小あるいは過大評価する場合がある。 
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